
３ 中 国      People's Republic of China 

<2007年>

人口 13億2,129万人 財政会計年度 １月～12月

(日本の約10倍)
為替制度 

一人当たりＧＤＰ 2,482ドル 通貨  中国元

産業構造(ＧＤＰ構成比) 　１次産業  11.3％ １米ドル＝7.6075元

２次産業  48.6％ 面積 960万k㎡ (日本の約26倍)

３次産業  40.1％

管理フロート制
(05年7/21・9/23、06年1/3、07年
5/18に制度変更有)
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＜中国経済のこれまで＞

 

＜2008年の経済＞ 

2008年１～９月期の経済成長率は前年同期比9.9％と一けた台の伸びとなり、景気は減速して

いる。四半期別にみると、経済成長率は７～９月期に前年同期比9.0％となっており、08年通年

でも９％台となることが見込まれる（民間機関25社の平均9.5％（08年12月時点））。成長率鈍化

の要因としては、世界経済の減速や08年前半までの輸出抑制策の影響による輸出の減速に加え、

一時的要因として、５月に発生した四川大地震等の大きな災害や、８月のオリンピック開催に

伴う大気汚染浄化のための工場の操業制限による生産の鈍化などの影響があったと考えられる。

その後も更に景気の減速が鮮明になってきており、輸出は、１～11月期に前年同期比19.3％増

と07年から伸びが鈍化、11月単月では減少に転じ、鉱工業生産も、二けた台の伸びから10月に

前年同月比8.2％、11月同5.4％と急速に減速している。一方、内需は比較的堅調に推移してお

り、固定資産投資（政府部門を含む）は、１～11月期（名目）で前年同期比26.8％増となった。

消費者物価上昇率は、食品価格等の上昇により07年後半から上昇を続けていたが、08年４月以

降は低下に転じ、11月には前年同月比2.4％まで低下している。こうした中、政府は、経済運営

の方針を、経済の過熱防止から経済の穏やかで比較的速い成長の維持へと転換し、11月９日に 



97～06年 2007年 2008年見通し 2009年見通し 民間機関
政府 ＡＤＢ ＩＭＦ 政府 ＡＤＢ ＩＭＦ 見通し

実質ＧＤＰ 前年比％ 9.3 11.9 8.0前後 9.5 9.7 ― 8.2 8.5 実質ＧＤＰ
名目ＧＤＰ 同上 11.5 17.7 ― ― ― ― ― ― 2008年
  個人消費 同上 9.0 16.0 ― ― ― ― ― ― 平均 9.5
  総固定資本形成 同上 14.1 16.7 ― ― ― ― ― ― 最大 9.7
鉱工業生産 同上 12.9 18.5 ― ― ― ― ― ― 最小 9.2
消費者物価 同上 0.9 4.8 4.8前後 ― 6.2 ― ― 3.4
失業率 ％ 3.7 4.0 4.5前後 ― ― ― ― ― 2009年
経常収支 億米ドル 3,718 ― ― ― ― ― ― 平均 7.8

（ＧＤＰ比） ％ (11.3) ― ― ― ― ― ― 最大 9.3
財政収支 億米ドル 202 ▲ 302 ― ― ― ― ― 最小 7.3
（ＧＤＰ比、年度） ％ (0.6) (▲ 0.9) ― 0.8 ― ― ▲ 0.6 （25社）
政府債務残高 億米ドル ― ― ― ― ― ― ―
（ＧＤＰ比、年度末） ％ ― ― ― ― ― ― ―

(備考)　1.中国統計年鑑等より作成。

　　　　2.政府見通しは全国人民代表大会（2008年３月）にて発表。ＡＤＢは“Asia Economic Monitor 2008”（2008年12月）、
　   　　 ＩＭＦは“Regional Economic Outlook Asia and Pacific”（2008年11月）による。
　　　　3.総固定資本形成は民間と公的を含む。鉱工業生産は付加価値ベース。失業率は都市部のみの数値。

中国の主要経済指標

 

は、内需拡大のための10項目の措置を発表した。 

＜2009年の経済見通し＞ 

2009年の経済成長率は、世界経済の減速に伴う外需の鈍化により、減速が見込まれるものの、

堅調な個人消費と内需拡大策の効果により、８％程度になると見込まれる（民間機関25社の平

均7.8％（08年12月時点））。内需拡大策が高い波及効果をもたらす、あるいは更に追加的な財政

支出等の措置が採られれば、上振れの可能性もあると考えられる。他方、下振れリスクとして、

輸出が予想以上に大きく減速した場合に、過剰設備の問題や雇用問題が顕在化し、中国経済を

けん引してきた固定資産投資の伸びが大きく鈍化し、同時に家計消費も鈍化するリスクが考え

られる。なお、上記のうち、より可能性が高いのは下振れリスクと考えられる。 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政政策をみると、2007年度の財政収支は1540億元（ＧＤＰ比0.6％）と若干の黒字となった。

08年度の財政政策については、全国人民代表会議（08年３月）においては、「穏健な財政政策」

を維持するとしており、歳出については、三農問題の解決のほか、社会保障・教育・医療衛生

等の民生問題等に重点を置くとされたが、景気の状況にかんがみ、11月に行われた国務院常務

会議では、「積極的な財政政策」に転換する方針が打ち出され、同時に内需拡大のための10項目

の措置（10年末までに概算で４兆元（ＧＤＰ比約16％）の投資規模）が発表された。同措置の

一環として、08年10～12月期中に、まず総額4,000億元の投資が行われることとされている。 

金融政策についても、経済の過熱防止とインフレ抑制を方針として、08年前半までは引締め

スタンスが採られてきたが、11月に「適度に緩和した金融政策」に転換する方針が打ち出され

た。貸出基準金利は、９月15日の６年７か月ぶりの引下げを始めとした合計４回の引下げによ

り、7.47％から5.58％となっている。その他、預金基準金利は３回、預金準備率は３回引き下

げられている。人民元の対ドルレートは、05年７月の約２％の切上げ以降、増価基調で推移し

てきたが、08年７月半ば以降はほぼ横ばいの動きとなった後、12月初にはやや減価し、08年12

月10日時点では6.8633元／ドル（08年年初比5.9％の増価）となっている。なお、08年12月に行

われた中央経済工作会議では、来年度の経済運営の方針として、人民元為替レートの合理的で

バランスがとれた水準における基本的な安定を維持するとの言及がなされている。 


